




























































































































































































































































































































































































































































































この基準は、 ｜ ｜権利義務に関する文書に限っては ｜ ｜明確であり、判例
の採用しているであろう保護法益論からも素直に導かれる。第二に、規範
的意思説は、確立した判例になっている交通反則切符（及び、替え玉入試
答案、旅券申請書等）における名義人の承諾について、 ｜ ｜もし既述の清
水教授の理解によれば ｜ ｜説明できる理論的可
(27)
能性をもっている。第三
に、規範的意思説からは、有形偽造の処罰根拠とされる「責任の追及」の
内容について、内容実現の責任と解するのが素直であるが、これは、一般
的に考えて、
(28)
文書に接した者の文書に対する信用と合致するものである。
(25) 林・前掲注（21）論文460頁参照。
(26) 川崎教授による「法効果帰属主体名義人説」という呼び方がわかりやすい（川
崎・前掲注（18）論文231頁）。曽根威彦『刑法の重要問題〔各論〕』（第二版、成文
堂、2006年）316頁も同様の呼称を用いる。
(27) 事実的意思説からはこのような処罰を正当化できる可能性はない。なお、ここ
で筆者が述べているのはあくまで「理論的可能性」であり、筆者自身は、このよう
な構成をとるべきではないと考えている。これは、後に述べるように、事実証明に
関する文書に関してはやはり規範的意思説と異なる構成が必要であることと関係す
る。判例は、今まで、規範的意思説に似た言い回しを使ってきたが、実は、規範的
意思説の適用が限界に至り、筆者の述べるような信用の内容に着目した新たな理論
へと移行していく途中なのではなかろうか。
(28) ただし、ここでいう文書は、結局のところ、権利義務に関する文書に限られ
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このように、規範的意思説の基本的な理解は、判例や実務が行っている
判断や、保護法益論と整合した理論構成を考える場合に、基本的な出発点
となりうるものである。
では、規範的意思説に対する先の批判は、どうしたら回避できるか（あ
るいは、規範的意思説から発展的に脱却しうるか）。結局のところ、規範的意
思説の問題点は、「法的効果」が帰属するとした点にあったと思われる。
法的効果の帰属をもって信用の内容と考えれば、民事法上、法的効果が帰
属しない場合に不都合が生じるのは当然であるし、事実証明に関する文書
について説明ができないのも当然である。
そこで、名義人に法的効果が生じることへの信頼ではなく、ほぼ同一の
内容の信頼として、名義人が文書の内容を実現してくれる
(29)
こと、あるい
は、名義人が文書に対する信用を裏切らないことであろうことに対する
(30)
信頼、と考えるのはどうであろうか。
文書偽造罪で保護される信用は、文書の受け手の信用であるから、文書
の種類によって、その文書に寄せられる信用も異なることになる。したが
る。そこが規範的意思説の限界であり、今後の検討の基本的な出発点でありなが
ら、そのままの形では規範的意思説を維持できない理由である。
(29) 規範的意思説に対しては、法的効果の帰属と考えると公序良俗違反を内容とし
た文書については法的効果が問題とならないという批判があるが、このように定義
しなおすことで、批判を回避できる。
(30) ここでは、事実証明に関する文書を想定している。規範的意思説では、事実証
明に関する文書について法的効果の帰属が問題とならないという批判があるが、そ
れを回避するためのものである。筆者は、先に、規範的意思説が出発点になる、と
書いたが、ここに至ると、実は、もはや規範的意思説から完全に脱却し、異なる理
論構成に到達している。それは、本稿が提唱する、信用の内容に着目した新たな理
論である。なお、この定義に関しては、抽象的に過ぎ、同義反復なのではないかと
の批判も予想される。後に見るように、信用の内容を個別に把握していくと、文書
偽造罪の保護法益は極めてバリエーション豊かなものとなる。実は、それを包括的
に表現するのは困難なのであるが（ヴァリッド・ローは抽象的な規範の形式で示す
ことができないことがある。松澤・前掲注（２）『機能主義刑法学の理論』292頁参
照）、ここでは伝統的な方法論に基づき、一般的に表現しようと試みてみた。
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って、判例を分析する際には、文書がどのような種類のものか、それに対
してどのような信頼が寄せられているのか、どのような信用が裏切られた
のか、という点に注目しつつ、分析が行われなければならない。
このような基本的な理解に基づいた上で、最近の判例について、作成者
の特定と名義人の特定の問題に分けて、文書ごと、信用ごとに、その特
徴、内容を解明していこう。
４ 作成者の特定
１ 総 説
作成者の特定の問題は、具体的には、①代理名義の冒用、②代理権限の
濫用・逸脱、③名義人の承諾、④架空名義人（通称名の使用）、⑤肩書の冒
用等の類型に分けて論じられているが、統一的な理解がなされることが望
ましいのは当然である。判例も、一定の統一的理解を行っていると考えた
うえで、理論化を試みるのがよいと考えられるが、本稿では、とりあえ
ず、③名義人の承諾を中心に考えていく。
保護法益論から考えてみると、有形偽造が処罰されるのは、「名義を偽
ることにより、責任の主体を偽り、責任の追及がさまたげられるから」と
いうのがその理由であった。原則として私文書無形偽造を処罰しない現行
刑法には、責任主体が明らかであればその者に責任を問えばよい、とする
考えがあるからである。
名義人の承諾がある場合も、承諾を与えた名義人に責任を追及すればよ
いから、有形偽造にはならない、という説明がなされる。そして、名義人
の承諾で問題となる事例、たとえば、交通反則切符、替え玉入試答案など
では、法令上名義人本人が作成しなければならないとか、自署性が必要と
されるとか、その場で作成しなければならない文書である等の理由が付さ
れ、本来と異なる理由から、有形偽造が認められているというふうに判例
を理解する考え方が多かった。
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もしかしたら、判例（や裁判官）もそのように考えているのかもしれな
い。しかし、理論的に考えれば考えるほど、これらの理由には合理性が見
出しえなくなってくる。たとえば、法令上名義人が作成しなければならな
い、ということにより、どのような法益を保護しようとしているのか。自
署性を必要とすることで、どのような法益を保護しようとしているのか。
この点については、従来あまり検討がなされてきていないが、一部の論
者により、これらの事例を処罰することによって保護されているのは、司
法・行政上の業務の円滑な遂行であって、文書の公共の信用ではない、と
いう分析が行われて
(31)
いる。そして、これを指摘する論者は、だからこそこ
の種の事例は、文書偽造罪として処罰すべきではない、という結論を導い
ている。さらに、このような分析をより進めて、文書偽造罪について、
「新しい保護法益」が考えられるという分析も
(32)
ある。これを指摘する京藤
教授は、判例がこのような場合を処罰するのは、新しい保護法益を文書偽
造罪に含めているからだ、と理解する可能性を示唆して
(33)
いる。
確かに、判例の文言をそのままとらえていけば、そのような理解に到達
(31) たとえば、平川宗信『刑法各論』（有斐閣、1995年）450、451頁は、交通反則
切符における名義人の承諾の事例について、「交通違反の迅速処理の目的からすれ
ば、このような行為が不都合であることは確かである。しかし、政策的必要性が、
ただちに有形偽造を認める根拠になるわけではない。『無権限で文書を作成するこ
と』が偽造なのであるから、同意を得ている以上は偽造ではないとするのが理論的
である」と述べ、行為の不都合さは認めつつも、私文書偽造罪の成立を否定する
（なお、安達光治「名義人の承諾と私文書偽造罪の成否」芝原＝西田＝山口編『刑
法判例百選Ⅱ各論』（第五版、有斐閣、2003年）191頁）。また、山本・前掲注（８）
論文（下）61頁は、規範的意思説から私文書偽造罪の成立を否定した上で、このよ
うな行為の当罰性に関し、偽計業務妨害罪での処罰を示唆する。
(32) 京藤哲久「新しい保護法益と偽造罪」法学セミナー22頁以下参照。
(33) 京藤・前掲注（32）26頁の対談において、教授は、「やはり判例は、ここで文
書偽造罪の保護法益以外の利益を保護していると思います」とし、判例の処罰しよ
うとする法益侵害とは、「『一定の文書については本名を欠かせないとその制度が維
持できなくなる』という行政目的・取締り目的といわざるを得ない」と述べてい
る。
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するであろう。判例にも、このようなことに言及したものがあり（東京高
判昭和52年10月26日判例時報892号106頁。「右供述書の署名は名義人本人によっ
てなされることが厳に保障される必要があり、それを偽ることは、供述書に対
する公の信用を害し、交通反則手続の円滑な処理をみだすものとして実質的処
罰価値があるといわなければならない」とする）、裁判官の理解にこのような
点がありうることも否定できない。しかし、このようなものを保護法益論
の中に取り込むことは、文書偽造罪の性格について、相当大幅な変更を加
えなければならないことを意味する。それは、現時点では不当であろう。
筆者は、このような変更を加えなくとも、判例の結論は理論的に説明で
きるし、変更を加える必要はないと考えている。次に、そのことを、最近
の判例を素材として、説明してみることにしよう。
２ 旅券申請書
(1) ここでは、名義人の承諾が問題となっている最近の判例ふたつを
とりあげることにしたい。ひとつは、東京高裁平成12年２月８日判決（東
京高判時報51巻１-12号９頁、以下、平成12年
(34)
判決）であり、もうひとつは、
東京高裁平成11年５月25日判決（東京高判時報50巻１-12号38頁、以下、平成
11年判決）である。両者とも、文書としては、旅券申請書が問題となった
事案である。
旅券申請書は、名義人の承諾が問題となりうる文書の中でも、とりわけ
その理解や理論構成が困難なもののひとつである。このふたつの判例は、
その困難さが顕著に現れたものといえよう。ここでは、ほぼ同一の事案に
つき（但し、平成11年判決では、写真の貼付については直接問題とされていな
い）、名義人と作成者が逆に把握されている（しかも、裁判所は同じ東京高
等裁判所であり、裁判官のうち二名は同一の者である）。
(2) 平成12年判決の事案は、「中華人民共和国籍である被告人Ｘは、日
(34) 本判決の評釈として、松宮・前掲注（19）論文。
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本において同棲中の同国籍のＦが妊娠した被告人の子を中絶させたいとの
希望を持っていたが、日本では中絶手術をしてくれる病院を見つけられ
ず、中絶手術を受けるために、Ｆを中国に帰国させようと考えた。ところ
が、Ｘには来日後日本で生んで不正の手段により日本国籍を取得させてい
た女児（戸籍上の氏名Ｍ）がおり、同児を連れて中国に帰るためには、同
児の旅券を取得することが必要になった。被告人が友人である原審相被告
人Ｈに相談したところ、同人の内妻Ｇが生んだＲにＭがなりすまして、Ｒ
の氏名等が記載されＭの顔写真が表示されている旅券を取得し、これをＭ
に持たせて出国させようとの相談が被告人Ｘ、Ｈ、Ｆ及びＧとの間でまと
まった。Ｇは、Ｈが被告人Ｘから受け取ってきたＭの顔写真を持って、東
京都生活文化局国際部旅券課に出向き、一般旅券発給申請書用紙の申請者
本人写真貼付欄にＭの顔写真を貼付し、Ｒの本籍、現住所、生年月日を記
入し、所持人自署欄に『Ｒ、Ｇ（母）代筆』、申請者署名欄に『母代筆
Ｒ』、法定代理人署名欄に『Ｇ』と書き込んで一般旅券発給申請書一通を
作成し、Ｒの戸籍謄本等の必要書類とともにこれを係官に提出した。本件
申請書等審査後、一般旅券が作成され、Ｍを抱いて東京都生活文化局国際
部旅券課に出頭したＧに対し、係官において、Ｒの氏名等が記載されＭの
写真が表示されている一般旅券の顔写真とＧが抱いていたＭとが同一であ
ることを確認した上、右旅券を交付した。その後、Ｆは自らも不正に入手
した旅券と右Ｒ名義の旅券を使ってＭを伴って日本から出国した」という
ものであった。
これに対し、平成11年判決の事案は「被告人Ｙが、Ｃ、Ｄ、Ｅらと共謀
の上、Ｅ名義の一般旅券を不正に入手しようと企て、Ｅ作成名義の一般旅
券発給申請書を作成して、これを東京都生活文化局国際部旅券課池袋分室
に提出したというものであるが、Ｅ名義の申請書を作成することについ
て、Ｅ本人がこれを承諾していた」というものであった。
このように、実際の事案は複雑であるが、両事案の核心となる部分は、
「Ａは不法入国した外国人であるが、パスポートの発給を受けようと思い、
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日本人である友人Ｂ（あるいはその子供）の名前およびデータを記載し、
自分（あるいはその子供）の顔写真を貼付した旅券申請書を作成した」と
いう事案に簡略化することができる。
(3) 次に、それぞれの判決がどのような判示をしているか見てみよう。
平成12年判決は、「一般旅券発給申請書は、申請に基づき公的機関によ
る手続が開始され、申請者本人に一般旅券という重要な公文書を発行する
かどうかを審査するという公の手続内で用いられる文書であるところ、一
般旅券の発行対象について人違いのないように申請者本人の自署等が要求
されていることはもとより、申請者本人の写真の申請書への貼付が要求さ
れている。そして、申請書に貼付された写真はこれが旅券に転写され、旅
券上に氏名等が記載された本人として表示され、旅券の交付に際しては、
出頭した本人の容貌と旅券上の写真との照合がされて同一であることが確
認された後、交付される手続となっているのである。このような申請書の
性質に照らすと、申請書から認識される名義人の人格を考えるに当たって
最も重視されるべきは申請書に貼付された写真であり、貼付された写真に
よって特定される者が右申請書によって表示された人格ということにな
る。ところで、右によれば本件では、本件申請書によって表示された人格
はＲを名乗ってはいるものの貼付された写真によって特定される『Ｍ』で
あり、同申請書は同児名義でしか作成できないものである（もっとも同児
には文書作成能力はないから、その法定代理人しか作成ができないということ
になる。）のに、実際にはこれを『Ｒ』において作成しているのである
（Ｒには文書作成能力がないから、Ｒに代わってその親権者であるＧによって作
成されている）。この間で人格の同一性にそごが生じていることは明らかで
あるといわなければならない」と判示している。
これに対し、平成11年判決は、「一般旅券発給申請書は、その性質上、
申請に基づき公的機関による手続が開始され、申請者本人に一般旅券とい
う重要な公文書を発行するかどうかを審査するという公の手続内において
用いられる文書であって、本来申請者本人が他人の名義を用いて右申請書
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を作成し、提出することなど法令上許されていないものなのであり、した
がって、また、一般旅券の発行対象について人違いがないようにその対象
者は申請書の作成名義人その人であることが要求され、作成名義人である
署名者本人が自署することを必要とする文書とされているのである。そう
すると、本件のように、他人であるＥが申請者である被告人ＹにＥ名義の
申請書を作成することを承諾していたとしても、被告人の前記所為につき
有印私文書偽造、同行使の罪が成立することは明らかである」としてい
る。
(4) 分かりやすくするために、平成12年判決を簡略化すると、「旅券申
請書の名義人は、申請書に貼付された写真の人物Ｂの子であるところ、作
成者はＡの子であり、人格の同一性にそごがあるから、私文書偽造罪が成
立する」とまとめることができる。これに対し、平成11年判決を簡略化す
ると、「旅券申請書の名義人はＡであるが、たとえＡの承諾を得ていたと
しても、旅券申請書は自署が要求される文書であるから、作成者はあくま
でもＢであり（つまり、申請書に添付された写真の人物であり）、人格の同一
性にそごがあるから、私文書偽造罪が成立する」とまとめることができ
る。
ここで明らかなように、平成12年判決と平成11年判決では、ほぼ同一の
事案について、名義人と作成者が逆に把握されているわけである。
(5) 申請書という文書が証明するのは、「誰がこの申請書を作成したか
（より厳密には、「パスポートの発給を求めているのは誰で、どのような人物な
のか」）という事実であり、これに接する相手方として想定されるのはパ
スポートの発給機関である。
発給機関は、あらかじめ保有している個人情報リストと申請書記載の氏
名とを照合し、その者にパスポートを受給する資格があるか否か（たとえ
ば、不法入国などの問題がないかどうか）を審査する。
そして、発給機関は、「この申請書を作成したのはＢである（つまり、
パスポートの発給を求めているのはＢである）」と信用するのであるが、実際
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に申請書を作成したのはＡなのである（つまり、真にパスポートの発給を求
めているのはＡである）から、この点で発給機関の信用は害されているこ
とになる。
このケースでの名義人はＢ、作成者はＡとなり、一致しないため、有形
偽造の成立が肯定される。これは、名義人の承諾がある場合も同様であ
る。
平成12年判決は、これとほぼ同様の事案で、実際にパスポートの発給を
受けるのは申請書に貼付された顔写真の者なのであるから、名義人は顔写
真の者である、と判示した。確かに、実際にパスポートを交付する段階で
は、受け取りに来た者の顔と申請書に貼付された顔写真とを照合し、一致
すれば交付する、という手続が踏まれることになる。しかし、その段階で
は、「申請書記載の者に対してパスポートを発給してよいか」という審査
はすでに終了していて、「受け取りに来た者は、本当に当該パスポートの
発給を申請した者なのか（人違いで渡してしまっては困る）」が問題になる
にすぎず、もはや申請書に対する信用が介在する余地はないのではないか
と考えられる。ここで扱うべきはあくまで申請書に対する信用なのである
から、平成11年判決のように、記載された氏名の者を名義人、顔写真の者
（より正確には「真にパスポートの発給を求めている者」と解すべきであるが、
このような事案においてその者と顔写真とが一致していなければ犯罪目的を達
することができないから、「顔写真の者」＝「真にパスポートの発給を求めてい
る者」と考えてよい）を作成者と解すべきであろう。
このように考えると、平成12年判決は不適切な判例であったということ
になる。平成11年判決よりも新しい判例であるが、必ずしも確定的なもの
とは考えられないし、理論的に考えた場合、平成11年判決のような構成を
とるべきものと考えられる。
では、なぜ平成12年判決は、このような判断に陥ってしまったのか。そ
れは、実際に手を動かして文書を書き、申請に行ったのが氏名を記載され
た者の母親であり、申請に連れて行ったのが写真の娘であったことに起因
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するものと思われる。この場合、一見すると、手を動かして文書を書いた
母親が作成者に見える。確かに、実際に書いている者が作成者に見えるの
は仕方のない面もある。しかし、それは事実説の発想である。
では、事実的意思説がいうように、現実にパスポートの発給を求める意
思を持っているのは顔写真のＢだからＢが作成者だ、と考えるのかという
と、そういうことでもない。
(6) 結論としては、Ｂが作成者になるのであるが、その論理は、事実
的意思説のそれとは異なる。「受け取る側の信用の侵害」という考え方か
ら説明する場合、次のような思考プロセスをたどる。すなわち、――
①発給機関の信用の内容は、「パスポートの発給を申請している者が、
申請書に記載された氏名の者＝Ａであること」である。
②そうすると、発給機関の信用から考えて、「現実にパスポートの発給
に際して、その受給資格の有無を審査すべき対象となる者」が作成者とな
る（交通反則切符なら、「現実に事故を起こした者」が作成者となる＝手を動か
したから作成者となるのではない）。
③現実にパスポートの発給に際して審査されるべきなのは、顔写真の
者＝Ｂの受給資格の有無であるから、Ｂが作成者として確定される。
――というプロセスをたどることになるのである。
このような説明によれば、司法・行政上の業務の円滑な遂行という新た
な保護法益を導入しなくとも、文書の社会的信頼の保護という観点から、
被告人の有罪性を説明できる。法令上の禁止や、自署性の要求等は、基本
的に、過渡的な理由付けと見るべきもののように思われる。
なお、事実的意思説によると、顔写真の者が平成12年判決のように小児
である場合、小児は事実的意思を持ち得ないから、彼女（彼）を作成者と
することができないように思われる。その場合に困難な問題が生じるの
は、すでに述べたとおりである（本稿３の３）。上の分析によると、このよ
うな問題も回避できることになる。
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５ 名義人の特定
１ 総 説
名義人とは、当該文書から一般人が認識する意思や観念の主体をいう、
とされている。その特定に当たっては、結局、保護法益論から導き出すし
かないものと考えられる。というのは、文書偽造罪の保護法益が、文書に
関わる者の信用であるのだとすれば、当該文書を見た者が、結局、なぜそ
の文書に対して信頼を抱くか、という点が決定的であり、そして、その文
書に信頼を抱く理由を考えてみると、その文書から看取される名義人が、
最終的に、その文書について責任を取ってくれると、文書を見た者が考え
るからである。したがって、名義人は、その文書に通常関わる者が、それ
を見て、誰が責任を取ってくれると考えるのか、という基準によって判断
されなければならない。そして、判例は、おおむねそのような判断基準に
よって、名義人を特定しているものと考えられる。
たとえば、名義人を特定するに際して、通常は、氏名や、発行機関の固
有の名称が最も重要であろう。しかし、名義人の特定は、氏名や固有名詞
ですべて処理できるほど簡単なものではない。
文書に接する者は、通常、その文書の名義人は文書に寄せる信用を裏切
らないと信頼して、次の行動を開始する。そこでは、その文書の通常の用
途はなにか（誰に対して何を示そうとしている文書か）が重要となる。すな
わち、文書が誰を名宛人とし、彼のどのような信用が害されるのかを明ら
かにしなければ、名義人は特定できないのである。有形偽造をめぐる議論
では、理論的な興味もあり、作成者をどうやって特定するかに議論が集中
しがちであり、またそれは華やかな議論でもあるが、実際問題として重要
なのは、名義人の特定の方であるように思われる。問題となる文書ごと
に、最近の判例を素材として、信用の内容を検討していこう。
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２ 国際運転免許
(1) 国際運転免許が問題となった最近の事案として、最高裁平成15年
10月６日決定（刑集57巻９号9
(35)
87頁）がある。
事案は、「被告人Ｘは、Ａらと共謀の上、国際運転免許証様の文書１通
を作成した。被告人らは、本件文書のような国際運転免許証様の文書を顧
客に販売することを業としており、本件文書も、顧客に交付する目的で作
成されたものである。本件文書は、その表紙に英語と仏語で『国際自動車
交通』、『国際運転免許証』、『1949年９月19日国際道路交通に関する条約
（国際連合）』等と印字されているなど、ジュネーブ条約に基づく正規の国
際運転免許証にその形状、記載内容等が酷似している。また、本件文書の
表紙に英語で『国際旅行連盟』と刻された印章様のものが印字されてい
る。なお、国際旅行連盟なる団体がジュネーブ条約に基づきその締約国等
から国際運転免許証の発給権限を与えられた事実はなく、被告人もこのこ
とを認識していた」というものであった。
これに対し、最高裁は、「本件文書の記載内容、性質などに照らすと、
ジュネーブ条約に基づく国際運転免許証の発給権限を有する団体により作
成されているということが、正に本件文書の社会的信用性を基礎付けるも
のといえるから、本件文書の名義人は、『ジュネーブ条約に基づく国際運
転免許証の発給権限を有する団体である国際旅行連盟』であると解すべき
である。そうすると、国際旅行連盟が同条約に基づきその締約国等から国
際運転免許証の発給権限を与えられた事実はないのであるから、…国際旅
(35) 本判決の評釈として、成瀬幸典「国際運転免許証の発給権限のない団体の名義
で正規の国際運転免許証に類似した文書を作成する行為と私文書偽造罪の成否」法
学教室285号（2004年）84頁以下、平木正洋「正規の国際運転免許証に酷似する文
書をその発給権限のない団体の名義で作成した行為が私文書偽造罪に当たるとされ
た事例」ジュリスト1283号（2005年）212頁以下、長井長信「国際運転免許証発給
権限のない団体の名義の使用と私文書偽造罪」平成15年度重要判例解説（2004年）
177頁以下、等。実質的に評釈の内容を持つものとして、今井猛嘉「文書偽造罪の
成否（１）」現代刑事法61号（2004年）109頁以下。
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行連盟が実在の団体であり、被告人に本件文書の作成を委託していたとの
前提に立ったとしても、被告人が国際旅行連盟の名称を用いて本件文書を
作成する行為は、文書の名義人と作成者との間の人格の同一性を偽るもの
であるといわねばならない」とし、被告人に対し有印私文書偽造罪の成立
を認めた原判決の判断を是認した。
(2) この判例では、名義人は正当な発給権限を有する機関であり、作
成者は発給権限を有しない機関であるとされている。国際運転免許を受取
った者は、その免許によって世界中で運転ができると考える。そうする
と、国際運転免許は、受取人に対して、そこに掲載されている者＝受取人
が、世界中で運転できる許可を、正当な発行権限者から得たのだ、という
ことを示そうとしている文書であるから、そこで想定されている信用は、
「受取人が、免許を作成したのは作成権限ある発行機関である」と思うと
いう、そのような信用である。
国際免許のようなものを見たとき、受取人は、それが正当な権限のある
機関から発行されたものかどうか、確認しようとするであろう。それにつ
いては、正当な発給権限を有する機関の発行している国際運転免許と同じ
色、同じ形、同じ表記であること等が基準となる。そこに書かれている発
行機関の固有名詞は、それほど重要ではない。固有名詞以上に、外観の類
似性が問題となる（たとえば、発行者が「国家公安委員長
﹅
」となっている日本
の運転免許証を見たときでも、普通の人は、色、形などの外観が免許証のよう
に見えれば、正当な権限のある日本国の機関が発行した真正な免許証だと思う
であろう）。
そうであるとすれば、この場合も、国際運転免許の発行者の固有名詞
（組織の固有名詞は、「国際旅行連盟」であった）はそれほど大きな意味を持
たない。重要なのは、それが正当な権限のある機関が発行したものに見え
るかどうかである。そして、この国際免許は、そのように見えるのだから
（判例も、「このような形状、記載内容等に照らすと、本件文書は、一般人をし
て、ジュネーブ条約に基づく国際運転免許証の発給権限を有する団体である国
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際旅行連盟により作成された正規の国際運転免許証であると信用させるに足り
るものである」と認定している）、名義人と作成者は一致せず、同一性が偽
られていると評価できる。
(3) まとめると、ここで信用の対象となるのは、発行者たる「国際旅
行連盟」なる組織が運転免許の作成・発行権限を有している（したがって、
その免許が有効なものである）、ということである。したがって、信用の対
象としての名義人は「発行権限を有する『国際旅行連盟』」という架空の
存在であり、作成者は「（発行権限を有しない、現実の）『国際旅行連盟』」
となるため、そこに不一致が生じ、有形偽造の成立が肯定されるのであ
る。
３ 履歴書
(1) 履歴書が問題となった最近の事案として、最高裁平成11年12月20
日決定（刑集53巻９号14
(36)
95頁）がある。
事案は、次のようなものであった。「被告人Ｘは、Ａという偽名を用い
て就職しようと考え、虚偽の氏名、生年月日、住所、経歴等を記載し、被
告人の顔写真をはり付けた押印のあるＡ名義の履歴書及び虚偽の氏名等を
記載した押印のあるＡ名義の雇用契約書等を作成して提出行使した」。
これについて、最高裁は、「これらの文書の性質、機能等に照らすと、
たとえ被告人の顔写真がはり付けられ、あるいは被告人が右各文書から生
ずる責任を免れようとする意思を有していなかったとしても、これらの文
(36) 本判決の評釈として、川崎一夫「偽名の記載と人格の同一性」平成11年度重要
判例解説（2000年）162頁以下、伊東研祐「虚偽の氏名、住所等を記載した履歴書
等の作成行使の場合における自己の顔写真の貼付及び文書から生じる責任を免れる
意思の存否と有印私文書偽造、同行使罪の成否（積極）」法学教室238号（2000年）
122頁以下、愛知正博「偽名等の記載と私文書偽造」現代刑事法31号（2001年）85
頁、村上博信「虚偽の氏名等を記載した履歴書等を作成行使した行為が有印私文書
偽造、同行使罪に当たるとされた事例」法曹時報54巻7号（2002年）275頁以下、林
美月子「顔写真の使用と人格の同一性」芝原＝西田＝山口『刑法判例百選Ⅱ各論』
（第五版、有斐閣、2003年）188頁、等。
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書に表示された名義人は、被告人とは別人格の者であることが明らかであ
るから、名義人と作成者との人格の同一性にそごを生じさせたものという
べきである」として、私文書偽造罪の成立を認めた。
(2) この判例の事案では、被告人は、虚偽の氏名を履歴書、雇用契約
書等に記載し、行使している。架空人名義を作り出して自分の本当の氏名
との間にそごを生じさせ、同一性を偽っていると考えれば、有形偽造を認
めることに問題はなさそうに見える。
しかし、この事案では、履歴書には写真が貼付されているため、面接に
やってきた者が本人かどうかは氏名で判断するのではなく、写真で判断す
るから、名義人は写真にあらわれている被告人本人であり、無形偽造なの
ではないかという疑問が生じる。
この疑問は、写真が貼付されている文書では、常に生じうるものであ
る。すでに言及し、次でも説明する旅券申請書においても、写真にあらわ
れている者が名義人であるとする理解が生じている。履歴書の場合も、先
に述べたような理由で、写真にあらわれている者が名義人だと考えられる
可能性がある。しかし、それは妥当ではない。
履歴書において、採用する側の官庁や企業が知りたいと考えるのは何
か。それは、指名手配されているかどうか等、本人の属性である。履歴書
は、それを審査する資料であって、審査資料としての信頼が寄せられてい
るのである（写真の者が面接試験を受けにくるかどうかが信頼の対象なのでは
ない）。もし、指名手配されている者が指名手配されていない他人の名前
で履歴書を作成すれば、関係機関に照会したとしても無意味であるから、
指名手配されていない者として扱われることになってし
(37)
まう。そして、官
庁や企業は、受験者が指名手配中であるかどうかには重大な関心を寄せて
(37) この点、たとえば、「本名を書いたが、『賞罰』の欄には指名手配中であること
を記載しなかった」という場合（無形偽造となる）には、関係機関に照会すれば指
名手配中があることが判明するため、信用が害される程度はいまだ重大なものでは
ない。
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いるのである。したがって、指名手配されている者が氏名を偽ることは、
有形偽造として処罰することができると考えられる。
(3) こう考えると、単に氏名を詐称していた場合や、ペンネームを使
用していた場合をどう区別するのかという批判も出てこよう。そのような
場合は、文書に接する相手方の信用の内容が問題となる。氏名詐称によ
り、官庁や企業が知りたいなんらかの事実が隠蔽されることになれば、そ
れは有形偽造となるが、そうでなければ、有形偽造としての可罰性がない
と考えてよいと思われる。それは、文書の性質や、それに寄せる相手方の
信頼の性質によって、個別的に判断されなければならない。そして、それ
は、客観的な事情から判断できるものであって、たとえば、「なりすまし
の意図」という主観的な要素を判断基準とする必要は
(38)
ない。
また、より一般的には、身元偽りの程度、すなわち、文書のどの部分を
偽れば文書偽造になるのかという問題も生じる。これは、文書の性質上、
その文書に接した者が、どのような審査を予定しているかが重要になると
思われる。通常の審査では、氏名や生年月日から、データベースに照会す
るので、それが偽られると、審査によっても真実かどうかがわからないこ
とになってしまう。そのような場合は、有形偽造が認められる。その意味
では、たとえば、年収等を偽った場合は、氏名に偽りがない限り、勤務先
等に照会可能であるから、有形偽造にならないと考えられよう。
４ 銀行の払戻請求書
(1) このような考え方で、ごく最近問題となった銀行の払戻請求書に
ついても理解することができる。大阪高裁平成16年12月21日判決（判タ
118号333頁）がそれである。
事案は、「Ｃは、Ｂの指示を受けて、Ａ１名義の新規普通預金申込書を
(38) なりすましの意図を重視する見解に対する批判として、島田「通称の使用と人
格の同一性」芝原＝西田＝山口編『刑法判例百選Ⅱ各論』（第五版、有斐閣、2003
年）185頁。
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作成した上で、Ａ１の父親であるＡ２に成りすまし、同人名義の偽造国民
健康保険被保険者証を示しながら、『子どもが病気で来られないから、自
分が来た。病院に払うべきお金を入れたりするためにこの口座を使う』な
どと申し向けるとともに、上記新規預金申込書を提出して、本件預金口座
を開設した。その後、Ｃらは、Ａ１になりすまし、Ａ1名義の不動産につ
いて、被害者から融資を受けたが、その後、融資の名目で更に金員を交付
させようとし、その際、少しでも金を引出しやすくするために、詐取金を
本件預金口座に振込入金させた。Ｃは、Ａ１名義の本件払戻請求書を作成
し、これを窓口に提出して本件預金の払戻しを請求し、Ｂと共に現金の交
付を受けた」というものであった。
本件で、私文書偽造罪の成否が問題となったのは、（預金申込書ではな
く）払戻請求書である。
大阪高裁は、これについて、「本件払戻請求書偽造等は、あらかじめＡ
１の名義で不正に開設しておいた本件預金口座に振込送金された詐取金を
引き出すために、Ｃにおいて、Ａ１本人に成りすまして実行したものであ
って、同払戻請求書に表示された名義人もＡ１本人と解するほかなく、名
義人と作成者との人格の同一性にそごを生じさせていることは明らかであ
る」として、本件払戻請求書について、有印私文書偽造罪の成立を認め
た。
ただし、「本件預金口座はＢらが事実上及び法律上管理、支配していた
ものであり、このように自己の支配する口座から預金を引き下ろす行為が
罰せられるいわれはない」という被告人らの主張について、「確かに、他
人の名義で預金口座等を開設し、管理する者（以下「本人」ともいう。）
は、その他人の名称を自己を表すものとして利用していることになるか
ら、当該他人名義で作成された払戻請求書は、名義人と作成者の人格の同
一性を偽るものではないのではないか、との疑問がないではない。しかし
ながら、他人又は仮名口座を利用する不正行為に対する規制の必要性が一
般に認識され、実務においても厳格な取扱いが定着している今日において
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は、預金口座等の開設やその引出し等は本人の名義で行うべきものという
のが社会通念であって、他人の名義で払戻請求書を作成、提出する行為
は、金融機関側がこれを知って敢えて許容し又は黙認している等の特別の
事情のない限り、原則として、私文書偽造罪等に該当すると解すべきであ
る」と付言している。
(2) そもそも、このような事案について文書偽造罪の成立が問題とさ
れるようになった背景には、平成14年の「金融機関等による顧客等の本人
確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する法律」、いわゆる本人
確認法の制定がある。本人確認法は、金融機関が預金取引を行うに際して
は本人特定事項の確認を行わなければならないことを規定し（３条１項、
２項）、顧客においても、金融機関が本人確認を行うに際し、本人特定事
項を偽ってはならないと規定する（３条４項。なお、16条は、本人特定事項
を隠蔽する目的で、この規定に違反した者について、五十万円以下の罰金に処
するとする）。本人確認法は、マネーロンダリング等の不正な取引を防止
するために制定された経緯があり、本法制定以降、銀行は、預金取引を本
人が行っているということについて、以前にも増して高度な信用を寄せて
いる。本件を検討する際には、この信用が前提になる。
本件の場合、被告人が引き出そうとしている金銭は、詐欺によって得た
融資金である。信用の対象となるのは、名義人が、融資金を得る正当な権
限を有する者であること、すなわち、不動産の所有権者本人であるという
ことであり、銀行は、銀行口座の開設や口座からの金銭の引き出しは、名
義人本人が行っていると信頼している。そして、文書（払戻請求書）の作
成者である被告人は、名義を偽ることにより、この信頼を害しているので
ある。銀行は、口座を正当に使用する目的で開設しているのか、正当な目
的で使用しているのかを知りたいのだから（本人確認法の趣旨もこのような
ものである）、本件のように、その事実を隠蔽している場合には、有形偽
造が成立すると考えてよい。
(3) なお、本件では、払戻請求書について私文書偽造の成立が認めら
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れているが、論理的には、口座開設の際の申し込み文書についても私文書
偽造が肯定されるべきである。なぜなら、この時点で、すでに名義人と作
成者の同一性は偽られているからである。判例は、「他人又は仮名口座を
利用する不正行為に対する規制の必要性が一般に認識され、実務において
も厳格な取扱いが定着している今日においては、預金口座等の開設やその
引出し等は本人の名義で行うべきものというのが社会通念であ」ると述べ
ており、預金口座開設と引出しを同レベルの問題として把握している。本
人確認法の趣旨からすれば、むしろ、前者に重点があると言ってもよい。
そうであるならば、本件のように、払戻請求書を偽造した場合だけでな
く、預金口座開設申込書を偽造した場合にも、同一の論理で私文書偽造を
肯定してよいで
(39)(40)
あろう。
(39) 本件では、融資金についての詐欺の既遂時期も問題となっており、本判決の原
審の大阪地裁平成16年７月20日（判タ1183号337頁）は、銀行口座に現金を振込ま
せた段階では融資金の詐欺は既遂に達しておらず、被告人らが払戻を受けた時点で
既遂に達するとした上で、融資金についての詐欺と、払戻請求書の偽造は牽連犯に
なるとしていた。これは、検察官が、払戻請求書の偽造を詐欺と一緒にとらえて立
件しようとしたものと考えられる。しかし、本判決では、振込送金させた段階で詐
欺罪は既遂に達していると判断されており、払戻請求書の偽造だけが後に残される
形になってしまった。これについて、大阪高裁は「なおまた、所論は、他人名義に
よる口座の開設が違法であるとしても、実質的な預金者本人が預金等を引き出す行
為を詐欺や窃盗として処罰の対象とするのは不当である、とも主張するが、私文書
偽造等の保護法益は文書に対する社会的信頼であって、預金等に対する財産権の保
護を目的とするものではないから、預金等を引き出す行為が詐欺罪等に該当するか
否かと、その手段として行われた払戻請求書の偽造等につき私文書偽造罪が成立す
るか否かは別問題というべきである。この所論も採用できない」とし、結局は、払
戻請求書の偽造を処罰したのであるが、本来は、詐欺の成立と無関係に、口座開設
時の新規口座開設申込書の偽造をとらえ、これをもって立件するのが望ましいとい
うべきであろう。
(40) 預金口座開設について仮名を用いた場合に私文書偽造の成立を認めると、アン
ケートや宿泊名簿に記入する際に仮名を用いた場合も私文書偽造になるのかという
疑問も出てこよう。しかし、アンケートや宿泊名簿に仮名を用いた場合を私文書偽
造で処罰すべきではないのは当然である。これらの事例には、どのような違いがあ
るのか。この問題も、「どのような信用が害されるか」という観点から検討するこ
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５ 旅券申請書
先に言及したように（東京高判決平成12年２月８日東京高判時報51巻１-12
号９頁＝平成12年判決、東京高判平成11年５月25日東京高判時報50巻１-12号38
頁＝平成11年判決）旅券申請書についても、履歴書と同じような問題が生
じる。
写真が貼付されており、それが本人の特定に用いられるように見えるた
め、写真にあらわれた者が名義人とする判断がなされた判例があった（平
成12年判決）。
しかし、これも、上と同じ理由で、氏名の方が名義人とされるべきであ
る。旅券の発行機関は、旅券を受ける者が、正当に旅券を取得できる資格
を有しているかどうかに関心を寄せているのであって、写真の者が旅券を
受け取りに来るかどうかに関心を寄せているのではない。そして、その資
格の有無は、氏名を元に、関係機関に照会することによって審査・確認さ
れるのである。そうであるとすれば、受け取る側の信頼は、文書に記載さ
れている氏名に依存するのであって、その意味で、信頼の基礎たる名義人
は、記載されている氏名の者と考えるべきことになる（平成11年判決）。
６ 借入申込書
(1) 次に、借入申込書について考えてみる。東京地裁平成15年１月31
日判決（判時1836号158頁）は、このような文書に関する判例である。
この事件では、多くの犯罪事実が問題となっており、私文書偽造罪につ
いても複数の行為が行われているが、本質的な点をまとめると、以下のよ
うな事案になる。「被告人は、戸籍上Ａの氏名を有していた者であるが、
とが重要であるように思われる。すなわち、アンケートや宿泊名簿の記入について
は、本名を使用しているであろうという信用そのものが非常に低い（あるいは、端
的にない＝本名であることが期待されていない）のであるが、預金口座開設では、
その信用が非常に高いという違いがある。したがって、その程度は、信用の内容か
ら客観的に定められるものとなろう。
早法82巻２号（2007）64
金融会社から多額の借金をしたもののその返済をしなかったことから信用
を失い、自己の名義であるＡでは更に融資を受けることができない融資不
適格者となっていた。そこで、Ｂの承諾を得ないまま、同人を養父とする
養子縁組届を提出し、戸籍上の氏名をＣとした上、不正に入手したＣ名義
の自動車運転免許証を使用して、金融会社からキャッシングカードを詐取
した上、同カードを使用して金員を窃取しようと企て、金融会社の借入申
込書の氏名欄に『Ｃ』などと冒書して、同店従業員に上記自動車運転免許
証とともに提出行使し、同社発行のキャッシングカードの交付を申し込
み、カード一枚を交付させた」。
これについて、東京地裁は、次のように判示した。消費者金融会社にと
って、「融資の申込に際して行う審査の目的は、戸籍の外観によって形式
的に顧客となろうとするものを特定、識別するに止まらず、上記各事項を
確認することによって、返済の意思や能力など、当該申込者の人格そのも
のに帰属する経済的信用度を判断し、申込者が融資を受ける適格を有する
者か否かを判断することにあると解されるのであるから、その審査にとっ
て極めて重要な判断資料として機能する本件各申込書は、社会通念上はも
とより、取引信義則上も、申込者の人格に帰属する経済的信用度を誤らせ
ることがないよう、その人格の本来的帰属主体を表示することが要求さ
れ、その帰属主体を偽ることが許されない性質の文書というべきである」。
そして、本件養子縁組の無効を示した上で、融資適格者ではない被告人
が、Ｃ名義を用いて書面を作成した行為は、「当時の被告人の戸籍上の記
載に基づく表示であったとしても、本件養子縁組が無効である以上、各被
害会社に対し、以後の融資契約等の法律効果の帰属主体を、本件養子縁組
以前のＡすなわち被告人とは別個の人格であるＣと偽り、その結果、融資
契約等の法律効果が帰属する人格の経済的信用度を誤らせるもので、虚偽
の人格の帰属主体を表示し、各文書の作成名義を偽るものにほかならず、
いずれについても有印私文書偽造罪が成立する」とした。
(2) ここでの金融会社の信用の内容は何か。それは、運転免許証に記
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載された者が、もし多重債務者であれば、その判定のためのデータベース
（端的に言えばブラックリスト）に記載されているはずである、という信用
である。運転免許証を携帯する者は、そこに記載された氏名で経済生活を
営んでいると信用され、その氏名に基づいて、融資適格者であるかどうか
が、データベースに基づいて審査される（ブラックリストと照会される）。
このときに、名義を偽られれば、融資不適格者であっても審査をパスして
しまうことになり、金融会社の運転免許証の所有者がその記載氏名に基づ
いて経済生活を営んでいるという信用は害され、結局、融資不適格者に融
資をしてしまうことになる。
本件で特殊なのは、被告人Ａの氏名が、戸籍上は、――養子縁組が無効
であるとしても、形式上は――本当にＣになっていたということである
が、金融会社が信用しているのは、被告人がＣという氏名で経済生活を営
んでおり、もし融資不適格者であればデータベース（ブラックリスト）に
載っているはずである、ということであるから、たとえ被告人の氏名と戸
籍上の氏名が一致していても、金融会社の信用は害されるのである。
これを理論的にいえば、次のようになる。すなわち、作成者である融資
不適格者Ｃ＝被告人Ａは、実際には融資適格者ではないのに、融資適格者
Ｃとして名義を偽っている、すなわち、人格の同一性を偽っていることに
なる。こうして、この場合も、有形偽造が肯定できると考えられる。
６ おわりに
最後に、本稿における文書偽造罪の保護法益の理解をまとめておこう。
文書偽造罪の保護法益は、「文書に対する社会の信用」であるが、より
具体的に示せば、文書に関わる者の具体的信用であり、具体的利益であ
る。それは、そこに書かれた内容を名義人が実現してくれる（あるいはそ
の成立の真正を保証する）という社会的な信用である。証拠制度や、信用
一般という抽象的な利益ととらえるべきではない。
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判例分析によって得られた作成者の特定に関するヴァリッド・ロー（現
に妥当する法）は、規範的意思説と類似の判断構造をもつが、作成者を特
定するに際しては、規範的意思説のように、法的効果の帰属主体ではな
く、文書の内容を実現する責任があると見られる者ととらえるべきであ
る。そこでいう責任の内容（同時に、有形偽造の処罰根拠である責任追及に
おける責任の内容）は、文書に書かれた内容の実現であり、不法行為責任
ではない。
事実証明に関する文書については、内容の実現は不可能である。したが
って、法的責任は追及できない。そうなると、常に有形偽造が成立するよ
うにも見えるが、そうではない。なぜなら、内容の実現が不可能であると
いうのは、無形偽造においても同様だからである。そこで保護法益論に遡
って考えてみると、文書偽造罪の保護法益とは、「文書に対する社会的信
用」であり、それは、文書を受け取る者と考えられる者一般の信用であっ
た。そうすると、個々の文書について、受け取る者一般の信用が害されて
いるかどうかにより、有形偽造となるかどうかが決定されることになる。
そして、そこでは、文書の種類、信用の内容についての個別的な検討が不
可欠となる（いわば、「文書もいろいろ、信用もいろいろ」である）。
このように考えると、一部で言われているように、文書偽造罪の保護法
益として行政・司法等の業務の円滑な遂行を導入する必要はなく、導入す
ると理論的な混乱が起こると思われる。裁判官の思考には不明確な点も残
るが、あくまで「信用」から事態をとらえていると推測する（あるいは、
今後そのような方向へ移行していくと予測する）。
名義人の特定に関するヴァリッド・ローは、従来、明らかにされてこな
かった部分があまりにも多い。従来の議論では、作成者をどうやって特定
するかに議論が集中しがちであったが、判例を検討してみると、実際問題
として重要なのは、むしろ、名義人の特定の方で
(41)
ある。
(41) 誤解を恐れずに言えば、有形偽造というのは、その定義から作成者概念を外
し、端的に、「名義人を偽ること」と定義した方が、かえって本質に迫る部分もあ
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名義人は、その文書に通常接する者が、それを見て、誰が責任を取って
くれると考えるのか、という基準によって判断される。そして、その判断
に当たっては、その文書の通常の用途はなにか（誰に対して何を示そうとし
ている文書か）が重要となる。すなわち、文書が誰を名宛人とし、彼のど
のような信用が害されるのかが明らかにされなければ、名義人は特定でき
ない。この限りで、私文書偽造罪の成否は、個別的な文書の性質に依存す
る。そのことは、文書偽造罪の保護法益が、その種の文書に関与する者の
通常抱く信用である、ということとも一致するのである。
本稿は、従来の伝統的な考え方に従い、まず作成者の特定を、続いて名
義人の特定の順で論じてきた。しかし、本来、本稿の基本的な考え方に従
えば、名義人の特定が先にあり、続いて、作成者が特定されるべきである
ことになる。名義人の特定とは、その文書に対する信用の内容を確定する
プロセスにほかならない。信用の対象となるのは名義人であって、名義人
の特定は、文書に対して寄せられる信用の内容と不可分のものである。そ
れは、文書の性質に従って、個別的、具体的に行われなければならない。
一方、作成者の特定は、文書に加えられた作為によってその信用が現実に
害されるか否かを判断するプロセスである。名義人と作成者とが一致して
いれば、信用の内容と現実が一致しているから有形偽造とはならないが、
名義人と作成者に不一致が生じれば、信用が害されるため、有形偽造とな
るのである。
このような思考過程にしたがえば、文書に対する信用の内容を正確に把
握し、それにもとづいて事案に適切な解決を与えるためには、従来議論の
中心であった作成者の特定よりも、むしろ、名義人の特定にこそ重点が置
かれるべきことになる。
なお、本稿は、近時の判例における文書偽造罪の保護法益理解、また、
ると思われる。ただし、これは、判例の定義とは異なるし、誤解を招く危険も大き
いので、ここではそのような言い方もありえないわけではないという一例として述
べておくにとどめる。
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有形偽造の本質理解について、主として検討を加えたため、学説や以前の
判例については、ほとんど検討ができていない。ただ、判例における有形
偽造の理解を分析するに当たっての基本的な指針は得られたと思うので、
このような指針に基づき、今後、さらなる検討を続けたいと考える。
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